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○さいたま市放課後児童クラブ条例施行規則

平成13年５月１日

規則第121号

（趣旨）

第１条 この規則は、さいたま市放課後児童クラブ条例（平成13年さいたま市条例第178

号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（入室の手続）

第２条 条例第１条に規定するクラブ（以下「クラブ」という。）へ入室しようとすると

きは、当該児童の保護者（条例第６条に規定する保護者をいう。以下同じ。）におい

て、放課後児童クラブ入室申込書（様式第１号）に次の書類を添付して市長に申し込ま

なければならない。

(1) 勤務証明書（様式第２号）

(2) 家族状況調書（様式第３号）

(3) 児童の属する世帯の所得税及び市町村民税の課税状況を証する書類

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

２ 市長は、前項の規定による申込みがあったときは、これを審査の上、クラブの入室の

可否を決定し、放課後児童クラブ入室可否決定通知書（様式第４号）を当該申込者に通

知するものとする。

（一部改正〔平成18年規則82号・24年49号・26年133号・29年89号〕）

（退室の手続等）

第３条 保護者は、前条の規定により入室の決定を受けた児童（以下「入室児童」とい

う。）がクラブを退室しようとするときは、放課後児童クラブ退室届（様式第５号）を

市長に提出しなければならない。

２ 市長は、クラブの入室児童が入室対象児童でなくなったと認めるときは、放課後児童

クラブ退室決定通知書（様式第６号）により当該保護者に通知するものとする。

（一部改正〔平成18年規則82号・24年49号〕）

（指導料の額）

第４条 条例第８条第２項の規則で定める額は、別表のとおりとする。

２ 月の中途において入室し、又は退室した場合におけるその月の指導料の額は、日割計

算により算定した額とする。
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（全部改正〔平成24年規則49号〕、一部改正〔平成24年規則104号・25年８

号〕）

（管理上の指示）

第５条 市長は、クラブの管理上必要があると認めるときは、入室児童の保護者に対し、

その都度必要な指示をすることができる。

（一部改正〔平成18年規則82号・24年49号〕）

（指定管理者による読替え）

第６条 条例第10条の規定により指定管理者（同条第１項に規定する指定管理者をい

う。）がクラブの管理に関する業務を行う場合についての前条の規定の適用について

は、同条中「市長」とあるのは「指定管理者」とする。

（追加〔平成18年規則82号〕、一部改正〔平成24年規則49号〕）

（その他）

第７条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。

（一部改正〔平成24年規則49号〕）

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成13年５月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の日の前日までに、合併前の浦和市児童クラブ室条例施行規則（平成

10年浦和市教育委員会規則第７号）、大宮市児童厚生施設条例施行規則（平成３年大宮

市規則第52号）又は与野市立学童保育室設置及び管理条例施行規則（昭和50年与野市規

則第８号）（以下「合併前の規則」という。）の規定によりなされた処分、手続その他

の行為は、この規則の相当規定によりなされたものとみなし、その指導料については、

なお合併前の規則の例による。

３ この規則の施行の日後に、合併前の浦和市の区域に住所を有する児童クラブ室に入室

している児童及び合併前の与野市の区域に住所を有する学童保育室に入室している児童

に係る指導料の額については、第７条の規定にかかわらず、平成13年度に限り、なお合

併前の浦和市児童クラブ室条例（平成10年浦和市条例第22号）又は与野市立学童保育室

設置及び管理条例（昭和50年与野市条例第７号）の例による。

（新型コロナウイルス感染症に係る指導料の減免の特例）

４ 第４条の規定にかかわらず、新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロナウイ
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ルス属のコロナウイルス（令和２年１月に、中華人民共和国から世界保健機関に対し

て、人に伝染する能力を有することが新たに報告されたものに限る。）であるものに限

る。）により、市長がクラブを臨時に休業とした場合又は保護者に登室自粛を要請した

場合の指導料の額は、第４条に規定する額から次項の規定により算出した額を減額する

ものとする。

（追加〔令和２年規則71号〕、一部改正〔令和３年規則20号〕）

５ 減額する額は、第４条第１項に規定する指導料の額に、市長がクラブを臨時に休業と

した期間又は保護者に登室自粛を要請した期間において入室児童が登室しなかった日数

を乗じたものに、当該月の現日数から条例第４条の休業日を減じた日数を除して得た額

（その額に10円未満の端数があるときは、これを切り上げた額）とする。

（追加〔令和２年規則71号〕）

附 則（平成16年６月25日規則第75号）

この規則は、平成16年７月１日から施行する。

附 則（平成17年３月31日規則第110号）

この規則は、平成17年４月１日から施行する。

附 則（平成18年３月31日規則第82号）

この規則は、平成18年４月１日から施行する。

附 則（平成18年11月15日規則第151号）

この規則は、公布の日から施行する。

附 則（平成20年３月28日規則第37号）

この規則は、平成20年４月１日から施行する。

附 則（平成20年９月１日規則第94号）

（施行期日）

１ この規則は、平成20年10月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前のさいたま市放課後児童クラブ条例施

行規則の規定により作成されている様式については、当分の間、適宜修正の上使用する

ことができる。

附 則（平成21年３月30日規則第40号）

（施行期日）

１ この規則は、平成21年４月１日から施行する。
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（経過措置）

２ この規則による改正後のさいたま市放課後児童クラブ条例施行規則別表備考の規定

は、平成21年度以後の年度分の児童の指導に要する費用について適用し、平成20年度分

までの児童の指導に要する費用については、なお従前の例による。

附 則（平成22年６月30日規則第84号抄）

（施行期日）

１ この規則は、平成22年７月１日から施行する。

（経過措置）

５ 第６条の規定による改正後のさいたま市放課後児童クラブ条例施行規則別表備考の規

定は、施行日以後の児童の指導に要する費用について適用し、施行日前の児童の指導に

要する費用については、なお従前の例による。

附 則（平成24年３月30日規則第49号）

（施行期日）

１ この規則は、平成24年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則による改正後のさいたま市放課後児童クラブ条例施行規則別表の規定は、平

成24年度以後の年度分の児童の指導に係る費用（以下「指導料」という。）について適

用し、平成23年度分までの指導料については、なお従前の例による。

附 則（平成24年10月12日規則第104号）

（施行期日）

１ この規則は、平成25年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則による改正後のさいたま市放課後児童クラブ条例施行規則別表の規定は、平

成25年度以後の年度分の児童の指導に係る費用（以下「指導料」という。）について適

用し、平成24年度分までの指導料については、なお従前の例による。

附 則（平成25年３月７日規則第８号）

この規則は、公布の日から施行する。

附 則（平成25年12月３日規則第76号）

（施行期日）

１ この規則は、平成26年４月１日から施行する。

（経過措置）
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２ この規則による改正後のさいたま市放課後児童クラブ条例施行規則別表の規定は、平

成26年度以後の年度分の児童の指導に係る費用（以下「指導料」という。）について適

用し、平成25年度分までの指導料については、なお従前の例による。

附 則（平成26年９月25日規則第133号）

この規則は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行する。

(1) 第２条及び様式第１号の改正 公布の日

(2) 別表の改正 平成26年10月１日

(3) 様式第２号の改正 平成27年４月１日

附 則（平成28年３月31日規則第92号）

この規則は、平成28年４月１日から施行する。

附 則（平成29年９月７日規則第89号）

（施行期日等）

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後のさいたま市放課後児童ク

ラブ条例施行規則の規定は、平成29年９月１日から適用する。

（経過措置）

２ この規則による改正後のさいたま市放課後児童クラブ条例施行規則別表備考の規定

は、平成29年９月１日以後の児童の指導に係る費用について適用し、同日前の児童の指

導に係る費用については、なお従前の例による。

附 則（平成30年３月29日規則第43号）

（施行期日）

１ この規則は、平成30年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則による改正後のさいたま市放課後児童クラブ条例施行規則別表の規定は、平

成29年度以後の年度分の児童の指導に係る費用について適用し、平成30年度分までの児

童の指導に係る費用については、なお従前の例による。

附 則（令和２年５月21日規則第71号）

この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後のさいたま市放課後児童クラ

ブ条例施行規則の規定は、令和２年４月１日から適用する。

附 則（令和３年３月29日規則第20号）

この規則は、公布の日から施行する。

別表（第４条関係）
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（一部改正〔平成18年規則82号・20年37号・21年40号・22年84号・24年49号・

104号・25年76号・26年133号・28年92号・29年89号・30年43号〕）

階層区分 指導料

（月額）

A 生活保護法（昭和25年法律第144号）による被保護世帯（単給世帯を

含む。）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した

中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成6年

法律第30号）による支援給付受給世帯

0円

B A階層を除き前年分の所得税非課

税世帯

前年度分の市町村民税非課税世帯 0円

C 前年度分の市町村民税課税世帯 2,000円

D A階層を除き前年分の所得税課税世帯 8,000円

備考

１ この表において「市町村民税」とは、地方税法（昭和25年法律第226号）第292条

第１項第１号に規定する均等割の額及び同項第２号に規定する所得割の額をいう。

この場合において、同法第323条に規定する市町村民税の減免があったときは、そ

の額を所得割の額又は均等割の額から順次控除して得た額を所得割の額又は均等割

の額とし、所得割の額の計算に当たっては、同法第314条の７、第314条の８及び第

314条の９並びに附則第５条第３項、第５条の４第６項、第５条の４の２第６項、

第５条の５第２項、第７条の２第４項及び第５項、第７条の３第２項並びに第45条

の規定は適用しないものとする。

２ この表において「所得税の額」とは、所得税法（昭和40年法律第33号）、租税特

別措置法（昭和32年法律第26号）及び災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等

に関する法律（昭和22年法律第175号）の規定並びに控除廃止の影響を受ける費用

徴収制度等（厚生労働省雇用均等・児童家庭局所管の制度に限る。）に係る取扱い

について（平成23年雇児発0715第１号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）に

より計算された所得税の額をいう。ただし、所得税額を計算する場合には、次の規

定は適用しないものとする。

(1) 所得税法第78条第１項（同条第２項第１号から第３号まで（第２号及び第３号

にあっては、地方税法第314条の７第１項第２号に規定する寄附金に限る。）に

規定する寄附金に限る。）、第92条第１項及び第95条第１項から第３項まで

(2) 租税特別措置法第41条第１項、第２項、第６項及び第25項、第41条の２、第
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41条の３の２第１項、第２項、第５項及び第６項、第41条の19の２第１項、第41

条の19の３第１項及び第３項並びに第41条の19の４第１項及び第３項

(3) 租税特別措置法等の一部を改正する法律（平成10年法律第23号）附則第12

条、所得税法等の一部を改正する法律（平成25年法律第５号）附則第59条第１項

及び第60条第１項並びに所得税法等の一部を改正する法律（平成28年法律第15

号）附則第76条第１項、第77条第１項及び第２項、第80条、第81条並びに第82

条第１項

３ 保護者又はその保護者の属する世帯の世帯員（以下「保護者等」という。）が次

に掲げる要件を満たす場合において、この表における前年度分の市町村民税の額及

び前年分の所得税の額は、当該保護者等を地方税法第292条第１項第11号又は所得

税法第２条第１項第30号に規定する寡婦とみなして算定するものとする。

(1) 前年度分の市町村民税の賦課期日前に婚姻によらないで母となった女子である

こと。

(2) 婚姻をしたことがないこと。

(3) 婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者がいないこ

と。

(4) 地方税法第292条第１項第11号イの扶養親族その他その者と生計を一にする親

族で政令で定めるものを有する者であること。

４ 保護者等が前項第２号及び第３号に掲げる要件並びに次に掲げる要件を満たす場

合において、この表における前年度分の市町村民税の額及び前年分の所得税の額

は、当該保護者等を地方税法第292条第１項第12号又は所得税法第２条第１項第31

号に規定する寡夫とみなして算定するものとする。

(1) 前年度分の市町村民税の賦課期日前に婚姻によらないで父となった男子である

こと。

(2) 地方税法第292条第１項第12号のその者と生計を一にする親族で政令で定める

ものを有する者であること。

(3) 前年度分の市町村民税の賦課期日の属する年の前年の合計所得金額（地方税法

第292条第１項第13号に規定する合計所得金額をいう。）が500万円以下であるこ

と。
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様式第１号（第２条関係）

（全部改正〔平成16年規則75号〕、一部改正〔平成18年規則82号・20年94号・

24年49号・26年133号〕）

様式第２号（第２条関係）

（全部改正〔平成20年規則94号〕、一部改正〔平成24年規則49号・26年133

号〕）

様式第３号（その１）（第２条関係）

（全部改正〔平成24年規則49号〕）

様式第３号（その２）（第２条関係）

（全部改正〔平成24年規則49号〕）

様式第４号（第２条関係）

（全部改正〔平成17年規則110号〕、一部改正〔平成18年規則82号・24年49号・

28年92号〕）

様式第５号（第３条関係）

（全部改正〔平成17年規則110号〕、一部改正〔平成18年規則82号・24年49

号〕）

様式第６号（第３条関係）

（全部改正〔平成17年規則110号〕、一部改正〔平成18年規則82号・24年49号・

28年92号〕）


